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はじめに 

国際会計基準審議会（以下、IASB)は、2017 年 10 月 12 日に IFRS 第 9 号「金融商品」の

改訂（以下、本改訂）を公表した。本改訂により、契約が早期解約された場合に合理的な補

償を契約当事者が支払う又は受け取ることを容認もしくは要求する期限前償還特性を有す

る（したがって資産の保有者の観点からは「負の補償」が存在しうる）金融資産を、償却原価

又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定することが認められることとなった。 

背景 

負債性金融商品は、IFRS 第 9 号に従い、契約上のキャッシュ・フローが「元本及び元本残高

に対する利息」のみで構成され（SPPI 要件）、かつ当該金融商品がその分類上適切なビジネ

ス・モデルに沿って保有されている場合、償却原価又はその他の包括利益を通じて公正価

値で測定することができる。 

2014 年に公表された IFRS 第 9 号では、契約の早期解約を容認又は要求する契約条件

は、期限前償還金額が実質的に元本及び利息の未払金額（そこには早期解約に対する合

理的な追加の補償も含まれうる）を表す場合にのみ、SPPI 要件を満たすことになると定めて

いる。このことは、SPPI 要件を満たすには、補償又は期限前償還に係るペナルティは、オプ

ションを行使する当事者がもう一方の当事者に支払うものでなければならず、それ以外は補

償には該当しないと、通常、解釈されていた。 

 

 
 
IASBがIFRS第9号の 
改訂を公表 

重要ポイント 

• IASB は、負の補償を伴う期限

前償還要素を有する負債性

金融商品を償却原価又はそ

の他の包括利益を通じて公

正価値で測定することができ

るように IFRS 第 9 号を改訂

した。 

• 本改訂は、2019 年 1 月 1 日

以後開始する年次報告期間

から適用されるが、早期適用

も認められる。 

• また、結論の根拠において、

IFRS 第 9 号では、認識の中

止を伴わない金融負債の条

件変更から生じる利得及び損

失は、純損益に認識されるこ

とが明確化された。 
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したがって、関連する基準金利の変動に関する補償を含む金額で、借手又は貸手のいずれ

かがローンを期限前償還することを容認又は要求する契約条件を有する金融商品は、SPPI
要件を充足しなかったと考えられる。それは、貸手が借手に補償するということになりうるた

めである（すなわち「負の補償」）。例えば、現在の市場金利が負債性金融商品の実効金利

より高い場合、借手の返済額は元本と利息の未払金額より小さいものになってしまう。 

そのような金融商品について照会を受けた際に、IASB は以下に留意した。 

• 負の補償を行う期限前償還特性を有する金融商品の契約条件は、他の期限前償還

特性を有する金融商品と異なるキャッシュ・フローを生じさせるわけではない。 

• そのような金融商品に実効金利法を適用することは可能である。 

• そのような金融商品に関する有用な情報を財務諸表の利用者に提供するうえで、償

却原価は適切な測定基礎である。 

そのため、IASB は、負の補償特性を有する金融商品が SPPI 要件を満たすことになるように

IFRS 第 9 号を改訂した。 

改訂の内容 

本改訂で、ある金融資産が SPPI 要件を充足するか否かを判断するうえでは、契約の早期

解約につながった事象や状況、及びいずれの当事者が早期解約に対する合理的な補償を

支払う又は受け取るかは関連がないことが明確にされた。 

本改訂の結論の根拠では、早期解約は、契約条件から生じることもあれば、契約の当事者

の支配が及ばない事由（契約の早期解約につながる法律や規制の変更など）を背景に生じ

得ることが明確にされている。 

IASB は、公開草案において、負の補償特性に関して SPPI 要件を満たすために必要となる

もう 1 つの適格要件を提案していた。その要件とは、当該金融商品の当初認識時に、負の

補償を伴う期限前償還特性の公正価値が僅少であるというものであったが、この要件は最

終的な改訂には含まれていない。 

また、IASB は、結論の根拠において、現時点の公正価値で期限前償還が可能な金融商品

や、関連するヘッジ手段を終了させるためのコストの公正価値を含む金額で期限前償還が

可能な金融商品も存在すると指摘している。IASB は、そのような特性が SPPI 要件を満たす

ケースも存在しうると認めている。例として、期限前償還金額の計算が、元本及び利息の未

払金額を関連する基準金利の変動の影響額を反映するように調整した金額に近似させるこ

とを意図しているケースが挙げられている。しかし、IASB はまた、常にそうなる訳ではないと

も述べている。したがって、そのような金融商品について、SPPI 要件を満たすと一律に判断

するのではなく、個々のケースごとに判断することが求められる。 

 

 

 

弊社のコメント 

本改訂は、期限前償還金額が、元本及び利息の未払金額を関連する基準金利の変

動の影響を反映するように調整した金額に近似する場合に適用されるということが

その意図にある。つまり、現時点の公正価値もしくは関連するヘッジ手段を終了する

ためのコストの公正価値を含む金額での期限前償還は、通常、SPPI 要件を満たす

ことになる（ただし、信用リスクや流動性の影響など、公正価値を変動させるその他

の要素が小さい場合のみ）。 

スワップ当事者の信用リスクを最小限に抑えるために、担保設定されている「プレー

ンバニラ」の金利スワップを終了するコストは、この要件を満たすことが多いと考えら

れる。 
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EYについて 
EYは、アシュアランス、税務、トランザクショ

ンおよびアドバイザリーなどの分野における

世界的なリーダーです。私たちの深い洞察と

高品質なサービスは、世界中の資本市場や

経済活動に信頼をもたらします。私たちはさ

まざまなステークホルダーの期待に応えるチ

ームを率いるリーダーを生み出していきま

す。そうすることで、構成員、クライアント、そ

して地域社会のために、より良い社会の構

築に貢献します。 
 
EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リ

ミテッドのグローバル・ネットワークであり、単体、も

しくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーフ

ァームは法的に独立した組織です。アーンスト・ア

ンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国の保証

有限責任会社であり、顧客サービスは提供してい

ません。詳しくは、ey.comをご覧ください。 
 

新日本有限責任監査法人について 
新日本有限責任監査法人は、EYメンバー

ファームです。監査および保証業務をはじめ、

各種財務アドバイザリーを提供しています。

詳しくは、www.shinnihon.or.jp をご覧くだ

さい。 
 
EYのIFRS（国際財務報告基準） 
グループについて 
国際財務報告基準（IFRS）への移行は、財

務報告における唯一最も重要な取り組みで

あり、その影響は会計をはるかに超え、財務

報告の方法だけでなく、企業が下すすべて

の重要な判断にも及びます。私たちは、クラ

イアントによりよいサービスを提供するため、

世界的なリソースであるEYの構成員とナレッ

ジの精錬に尽力しています。さらに、さまざま

な業種別セクターでの経験、関連する主題

に精通したナレッジ、そして世界中で培った

最先端の知見から得られる利点を提供する

よう努めています。EYはこのようにしてプラ

スの変化をもたらすよう支援します。 
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発効日及び経過措置 

本改訂は、2019 年 1 月 1 日以後開始する年次報告期間から強制適用されるが、早期

適用は認められる。なお、本改訂は遡及適用が求められる。 

本改訂を、IFRS 第 9 号の他の規定が強制適用される 2018 年ではなく、2019 年に適

用する場合にのみ、一定の経過措置を用いることができる。 

• 本改訂の結果、会計上のミスマッチがもはや存在しなくなる場合、企業は公正価値

オプションの適用を取り消さなければならず、一方で新たな会計上のミスマッチが

生じることになる場合、金融資産又は金融負債に対し、新たに公正価値オプション

を適用することができる。 

• 過去の期間の修正再表示は求められないが、後知恵を用いなくとも可能な場合に

のみ、修正再表示は認められる。 

• 本改訂を適用した影響及び公正価値オプション適用の変更の影響を説明する追加

の開示が必要となる。 

認識の中止を伴わない金融負債の条件変更又は交換 

本改訂の結論の根拠において、認識の中止を伴わない条件変更（又は交換）があった場

合の金融負債の償却原価の調整に関する IFRS 第 9 号の規定は、認識の中止を伴わな

い金融資産の条件変更に適用される規定と一貫している点も明確にされている。つまり、

当初の実効金利で契約上のキャッシュ・フローの変動を割り引くことにより計算される、認

識の中止を伴わない金融負債の条件変更から生じる利得又は損失は、即座に純損益に

認識される。 

このコメントは本改訂の結論の根拠に盛り込まれているが、これは、IFRS 第 9 号には、

金融負債の条件変更及び交換を会計処理するための適切な基準が既に定められており、

この点に関しての正式な改訂は必要ないと IASB が判断したためである。 

 

 

 

弊社のコメント 

IASB は、この明確化は IFRS 第 9 号の適用に関連するものであると特に述べてい

る。したがって、IAS 第 39 号「金融商品：認識及び測定」における負債の条件変更

の会計処理に適用すべきかは明らかでない。 

したがって、IAS 第 39 号においてこの会計処理を行っていない企業は、移行時に会

計処理を変更することになろう。特定の免除措置が定められていないため、この変

更は遡及適用する必要があると考えられる。 


